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IUU漁 業に象徴されるように,台 湾マグロ漁業

は多くの問題をはらんでいるが,1990年 代末葉か

ら日本のマグロ刺身市場において台湾が主導的位

置にあ り,マ グロ延縄漁業において日本よりも優

位にあることは否定 しがたい1)。刺身市場の頂点

を形成する養殖クロマグロにおいても,台 湾の動

向に注意を払 う必要があり,特 に近年形成 されつ

つあると伝えられる,生 鮮市場の状況には強い関

心がもたれる。このたびCOEの 経済 ・流通グル

ープの最初の2年 間の課題である
,「養殖クロマ

グロの市場構造の究明」の一環 として,台 湾のマ

グロ漁業を調査する機会に恵まれた(2004年12

月21日 ～25日)。 日高助教授とともに台湾マグロ

漁業の業界団体である台湾同業公会(2)を訪れ,そ

の幹部であり,日 本語に堪能な呉國慶氏わず らわ

し,ヒ ア リング調査を実施 した。また帰路,台 湾

海洋大學において日本のマグロ漁業について報告

し,孫 金華教授ならびに大学院生等と意見交換を

行った。

私にとっては数年前からの懸案であったが初め

ての,し かもごく短期間の台湾訪問であ り,意 に

尽 くせぬ点を幾つも残 しているけれども,「百聞は

一見に如かず」
,今後の研究展開に貴重な示唆を得

ることができた。以下にそれを整理 ・検討するが,

まず同じ生鮮マグロとして 日本の養殖 マグロと,

直接的な競合関係にたつ可能性のある,台 湾の近

海マグロによる刺身市場を説明し,そ の後,マ グ

ロ漁業経営を3事 例(延 縄船:10隻,3隻,1隻)

とりあげ紹介 ・検討する。後者においては,管 見

の範囲において日本と台湾の経営比較を試み,さ

らに日本の延縄漁業 の課題に論及 したい。

結 果

東港 ・近海マグロ

台湾のマグロ延縄漁業は50ト ン未満の遅海船,

それ以上の遠洋船からな り,前 者は日本の沿岸お

よび沖合漁業に該当する。後者は①インド洋,つ

いで大西洋を中心漁場 とする超低温船 と,② ビン

ナガを文橡 に主漁場が台湾近海から南太平洋の操

業船とか らなり(参 考表),② の一部も同業公会に

加盟している。近海船は台湾周辺海域,イ ンドネ

シア ・フィリピン ・ミクロネシアで操業し,1航

海2週 間以内,生 鮮クロマグロを供給する。東港

区漁僕組合を組織 し,高 雄から車で1時 間程度の

東港に水揚げする。

元来日本市場むけであったが,価 格低下をきっ

かけに3～4年 前から東港近辺で トロマグロとし

て台湾で消費されるようになった。とくにシーズ

ンである5・6月 には観光 ・ツアー客で海洋レス

トランがにぎわい,出 身地に近い現在の民進党大

統領が来訪 しイベン トが行われる。いまや,外 食

としての トロ刺身が地域産業 となったという。マ

グロ漁業の発展過程を展示する文化館を併設する

著名な海鮮店を訪問したが,そ こでは 「横綱黒鮪」

の名称でkgあ た り,前腹=3,500元,中 腹=2,800

元,後 腹=1,300元 で販売され3),価 格 ・品質と

もに日本 と大差ないのではないかとの印象をもっ

た。メバチ ・キハダ ・カジキも水揚げされるが,

雑漁 とよばれ,前2者 はステーキを主 とし缶詰用

にも利用 される。

シーズンはずれには遠洋船も国内も国内消費用

にクロマグロを供給し,政 府 ・業界 ・高雄市が1

/3ず つ出資し,2,000～3,000ト ンの超低温冷蔵
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庫の建設を企画 しているとい う。外国マグロ刺身

市場の発展に日本が熱い期待をかけていることは

周知の通 りであるが、遠洋船を吸収するほどの規

模拡大を望むのは無理ではないかと思われる。超

低温船ではまずコス トが高すぎ,さ らに台湾の人

口3千 万人では消費マーケットの範囲がおのずか

ら限られよう。東港から高雄,台 北へ消費地を拡

げていくことが必要であるが,現在ではおおむね,

東港周辺にとどまっているようである。

遠洋マグロ延縄経営(A)

国際 トン数で700ト ン(参 考表参照,日 本船の

499ト ン型に該当)の 延縄船を10隻,ま き網船

を4隻 もち,延 縄を3社(4・4・2隻),ま き網

を2社 にわける。ちなみに最大規模は40～50隻

である。マグロ漁業の資本金が6億 ドル,こ のほ

かにインポーター業を営むが(後 述),そ の資本金

が2.2億 ドル,兄 弟6人 が共同出資する。台湾マ

グロ業界でベス ト10に 入る経営規模であるとい

う4)。

船齢15～16年,台 湾国内で建造(約4億 円),

あと7～8年 使い,悪 い船から順次代船建造の予

定である。1隻 あたりの乗組員は幹部船員=2名

(船長兼漁労長,機 関長),一般船員=27,8～30名,

3交 代制をとる。合計6名 の幹部が経営者 と直結

し,操 業を統括するが,そ のうち船長2名 ・機関

長1名 が日本人である。一般 船員の2/3が 中国

人(大 陸),ベ トナム ・フィリピン人が1/3,イ

ン ドネシア人は雇用しない5)。 日本人の賃金が固

定給で10万 元(1ヶ 月),同 じく台湾人の幹部船

員が2.5万 元,ボ ーナスをあわせ 日本人1人 で

1,000万 円内外,中 国人が20人 雇えるとい う。1

航海(1期)が2.5～3年,1年 半に1回,ケ ー

プタウン ・ラスパルナス ・アヴィジョン等に寄港

するが,そ れ以外は洋上にあり,運 搬船が必要物

資 ・漁獲物を輸送する。任期は2期=6年 くらい

である。幹部船員の大部分が50歳 代,60歳 代は

体力的に長続きしない。40歳代は台湾人を含め数

えるほどしかいない。

漁場は大西洋 ・地中海に7隻,太 平洋に3隻 ⑤,

後者は漁獲において,日 本の延縄船の影響を強く

うける。採算ライン(1年)が1隻 あたり300～

350ト ン,1kg=500円 として1.5億 円の売上が

ほしい。クォーター不足 ・石油価格上昇 ・市況低

迷の 「三重苦」に見舞われ,損 失覚悟で延縄船2

～3隻 の減船に応 じる用意があると述べる。

兼業するインポーター業は日本の築地市場の荷

受 と同様に,マ グロー船買いの日本商社へ仲介業

務を行い,仲 介料 ・手数料をえる。台湾系日本企

業を経営 し,台 湾のマグロ船80隻 を取扱 う。ま

た同様に,日本国籍をもつ親戚の華人系企業が30

～40隻 を仲介するという。

遠洋マグ ロ延縄経営(B)

イ ン ド洋で3隻 操業 し,船 齢 が11・12・17年,

700国 際 トン,建 造費は許可料=50万 ドル こみで

350～400万 米 ドルであった。10年 で償却 し,25

～30年 使 う。乗組員構成 はA経 営 と同 じ。合計6

名の幹部船員の うち,各1名 が 日本人船長 ・中国

人機関長 である。B氏 の言によれ ば,台 湾延縄船

全体 で両者 ともに100名 ずつ くらいではないか と

い う。年間給与は前者 が600～700万 円,ボ ーナ

スをあわせ1,000万 円,10年 間雇用 してい る後者

が2.5万 ドル=約300万 円,台 湾人船長 は歩合が

大 きく1,000万 円以上に達す る。

一般船員 の うち中国人 と東 南アジア人(ベ トナ

ム ・バヌアツ ・イ ン ドネ シア ・フィリピン)が ほ

ぼ1/2ず つ,給 与は歩合がな く,中 国では沿岸

出身者(月)=250～300ド ル,内 陸=220～250

ドル,全 般に東南アジアよ りも30～50ド ル低い。

採算 ライ ンは石 油価格 が2倍 にな り1隻 あた り

150万 ドル,3年 前 には120万 ドル であった。

遠洋マグロ延縄経営(C)

もとは30隻 以上だったが,現 在は単船経営,

1970年 代に金融機関勤務から兄のあとをつぐ。

1988年 新造の流網船 をマグロ延縄船に転換 し

12・3年 たつ(700国 際 トン)。もう10年 使 う予

定。冷凍機(8気 筒)が アンモニアからフレオン

に変わ り,交 換 して長期に使え,修 理が簡単にな
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った。オーバーホールは外国で行い漁船検査をう

ける。延縄船の主機を陸上にあげる大修理のとき,

普通,5,6年 に1回,台 湾へ帰るが,10年 間帰

港 しないこともある。

漁場が近いインド洋で操業し,モ ー リシャス ・

ラスパルナス ・ダカーノレ等に6～8ヶ 月に1回 寄

港する。初めて運搬船(東 京 リーファイ)を 使い,

20年 以上ニッスイとの取引が続いている。漁獲量

は多くて1日=1.5ト ン,エ サ=700kg以 下のこ

ともある。最近の年間水揚は280ト ン,マカジキ・

メカジキ ・キハダ ・メバチ=200ト ン,雑 魚(サ

メ ・ムツ ・シロカワ ・クロカワ ・カジキ類)=80

トン,金 額にして約1.3億 円にとどまる。

船長=50歳 代,機 関長=40歳 代,と もに台湾

人であるが,船 長のリタイア時には機関長が船長

に,機 関部のNo.2で ある中国人が後任に昇格す

る予定である。一般 船員26～28名 はすべて中国

人,青 島 ・大連を主 とする遼寧省,江 蘇省が出身

地,東 南アジアは考えない。

船長 ・機関長の2人 のみの幹部船員が海上で経

営を統括するが,台 湾人は50歳 代がほとんど,

リクルー トが難 しい。 日本人 ・韓国人 ・中国人を

登用 している。制度的には出入港時に4人 の台湾

人の免許取得者が必要であり,事 実上,2人 まで

は許容され,出 航後交代する。

中国人は12海 里=領 海 外で老朽船に宿泊し(洋

上ホテル),上 陸できない。一般に台湾から中国へ

の入国はたやすく,台 湾船の入港も認められてい

るが,逆 に中国から台湾への入国は,亡 命 と見な

されるためか,不 自由であるとい う。

乗組員はシージャック ・リスクのため出身地 ・

国を別にし,中 国の内陸出身者がベス ト,シ ンガ

ポールから乗船させる。5年 くらい前から東南ア

ジアの船員を採用するようにな り,全 体のおよそ

1/3見 当かと思われる。

日本と台湾の経営比較

延縄船10隻 ・まき網船4隻 を経営する大規模

経営に属するA,単 船経営のC,双 方の中間にあ

るBの3者 の現況をヒアリングに基づき叙述した。

くり返 しもあるが,漁 業経営の根幹である乗組員

と漁船について,補 足しつつ整理すれば以下のよ

うになろう。

①乗組員は船長 ・漁労長 と機関長の幹部船員2名

と27,8～30名 の一般船員からなり,3交 代制を

とる。

②前者は台湾人を主とし日本人 ・韓国人 ・中国人

(大陸)が 加わる。50歳 代が中心年齢,年 間給

与は歩合をあわせ1,000万 円前後か。

③一般船員は中国人のみ とは限 らない。30～50

ドル(月)高 賃金の東南アジアからも雇用 し,

中国においては出身地を同一とせず,沿 岸(月 ・

250～300ド ル),内 陸(月 ・220～250ド ル)

をまぜる。これはすべてシージャック対策に由

来する。

④延縄船(700国 際 トン)は 構造的に魚倉が大き

く,石 油 ・マグロ ・エサを多く積める。台湾で

建造し船価が3.1～3.6億 円,10年 で償却し,

25～30年 使 う。また建造費のほか許可料が50

万 ドル必要である。

⑤漁船建造資金の6・7割 以上を自己資金でまか

なう。借金経営で高コス ト構造,代 船建造の資

金的余力に乏しく,リ ース制が導入されている

日本 とは異なる。

クォーター不足 の・石油価格上昇 ・市況低迷の

「三重苦」に悩む台湾もまた,経 営が苦境にある

ことは変わらない。1隻=漁 労体当た りの採算ラ

インが,石 油代高騰のため年間1.5億 円強にはね

あがった。g3年12月 に日台間で結ばれた99,000

トンの輸入枠を,OPRTに 登録済の超低温船約

470隻 で割ると1隻 あたり210ト ン,こ れで採算

金額1.5億 円をクリアーするためには,魚価が712

円(kgあ たり)で なければならない。これがフィ

ッシュ ・ロンダリングを含め,台 湾のマグロ輸入

量合計が15万 トンをこえる(2003)背 景であり,

輸入枠を守れば赤字必1至なのである。

90年 代半ばまで 日本 と台湾のマグロ延縄漁業

は経営的に拮抗 し,日 本市場に対する刺身マグロ

の供給においても,95年 までは国内産が輸入を上

回っていた。g8年以後完全に輸入産業化するが8),
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日・台の経営比較をすれば,人 件費 ・エサ代 ・石

油に相違があり9,と りわけ人件費の格差が圧倒

的に大きい。刺身マグロの輸入が国内生産を初め

てこえた96年 の比較であるが1①,売 上高は日=

3.54億 円,台=196億 円と日本がむしろ上回るが,

漁業支出において日=3.75億 円,台=1.30億 円と

大差がつき,漁 業利益(償 却後)で は日=マ イナ

ス1,885万 円,台=6,672万 円となる。台湾の優

位は,日 本の最大の支出項 目である雇用労賃の驚

くべき低さに基づ く。日本の1.34億 円に対 し,台

湾ではわずか2,240万 円である。

これまで乗組員に焦点をおいて記述 してきたゆ

えんであるが,幹 部船員2名 ・一一般船員30名 弱 ・

3交 代制は日本では見られない。経営者 と直結す

る2名 ですべてを運営するこの方式は,お よそ10

年前から始まり,一 般化して5～8年 が経過 して

いるとい う。自国語を話す,東 南アジアよりも低

賃金の外国人=中 国人を雇用 し,6～8名 の日本人

が乗船するのにくらべ,幹 部船員をギリギリまで

縮めているのである。もちろんここからシージャ

ック対策が必要となるのであるが… 。

台湾にとっての重要問題は,こ の幹部船員のリ

クルー トであると思われる。50歳代が大半をしめ

リタイア期が近づいているが,台 湾人の新規参入

は望みえず,日 本 ・韓国のほか,実 際に一般船員

として雇用 している中国人の登用を考えているよ

うである(B・C経 営参照)。

考 察

台湾のマグロ延縄企業は多国籍企業として活動

する。漁場がインド洋 ・大西洋 ・太平洋,船 員が

中国および東南アジア,市 場が日本,台 湾=高 雄

には資本および経営者,ビ ジネス機能をつかさど

る本社,現 在では多数をしめる台湾人幹部船員の

3者 のみが存在する。延縄漁船はラスパルナス ・

ケープタウン・モー リシャス ・セイシェル ・サモ

ア ・フィジー等に寄港するが,3～5年 に1度 帰

国するほかは洋上にとどまる。運搬船が日本に漁

獲物であるマグロを,高 雄から必要資材等を輸送

するのである。

一般に不況期においてこそ経営能力の開きが表

面化するが,一 握 りの大経営を除き,家 業的性格

が濃厚である日本の遠洋マグロ延縄漁業に対 して,

台湾では資本家的企業経営として純化し,収 益の

あがる投資分野として,マ グロ漁業が選択されて

いる。中国から常に政治的 ・軍事的強圧をうける

ためか,タ イムスパンが短期となる。長期的展望

を必要とする資源保護 ・資源管理に留意すること

が難 しく,「短期的利潤」の獲得が第一義になりや

すい。家族 ・親戚 ・友人等の共同出資により緊密

に結びついた同族的経営として,内 部資本を蓄漬

し強固な基盤を築いている。

日本のマグロ漁業が国内的に中小資本の最上層

に位置づけられることは確かであるが,台 湾に較

べれば経営規模が小さく,借 入金=他 人資本に依

存 し,代 船建造もままならない。遅ればせながら

海外基地式操業をすすめ,ド ック機能 ・労働力調

達などをあわせ,大 連の基地化が本格1ヒ・全面化

する可能性もある。言いかえれば 「多国籍企業」

化の途であるが11),労賃コス トを台湾まで引き下

げることは至難であろうし,必 ず しも望ましいわ

けではない。

日本の残された突破口は,マ ーケットが国内に

あることをフルに活用することである。刺身市場

の開拓を台湾にも求めているが,東 港に多くを期

待するのは無理であろう。また台北を筆頭に,大

消費地に刺身嗜好を拡げていくのはそ う簡単では

あるまい。

漁労コス トの削減が限度に近づきつつあること

を想起すれば,労 働集約的な漁労生産から付加価

値型生産への脱皮 ・転換が,言 いかえれば 「先進

国型マグロ漁業」を切 り開き展望することが,日

本の今後の課題であろう。川上=生 産者が,川 中

=卸 売 ・加工,川 下=小 売 ・外食へ進出すること

は 「流通革新」を担 うことになるが,川 上 ・川中 ・

川下を貫 く,さ らには消費者を組織化しまきこん

だ,刺 身マグロのフー ドシステムを築きあげてい

くことが生産者に期待されているのである12)。
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注

1)必 要に応 じ参照す るが,全 般 に,小 野征一郎 「マ グロ漁

業の展開 と 日かつ連 の活動」(小野編 著 『マ グ ロの科学』,

成 山堂書店,2004)を 前提 している。

2)正 式名称 は 「台湾 区遠洋鮪漁 船魚類輸 出業同業公会 」で

あ る。耳韻14名,国 際会議へ の参加,入 漁 交渉,政 府 ・

民間 との折衝 を主要な任務 とす る。100ト ン以上 の遠 洋

延縄漁船約600隻,ま き網船44隻 が加 入す る。 台湾で

は 日本 と異な り,延 縄船 主が まき網船 を経 営す る ことが

珍 しくない。

3)貨 幣単位 は元 一台湾 ドル とよく言 われ る一 と円を用い,

ときに(ア メ リカ)ド ル を併用す る。1元 二3.1～3.2円

で ある。

4)日 本 の遠洋 マ グ ロ延縄 において,10隻 は トップクラス

であろ う。 また 日本 ではイ ンポー ター業を兼営す る事例

はない と思われ る。

5)豚 肉が タブー のため,コ ックを2人 必要 とす る とい うの

が理 由である。 もっ とも後述す るよ うに,こ れ は台湾 の

全般的傾 向ではない。

6)台 湾船 の操 業水域別隻数 は大西洋 ・地 中海

=98隻 ,イ ン ド洋=約300隻 太平洋=約140隻 と定

め られてお り,水 域の変更 はできない。国際 的な資源管

理 のた めである。

7)例 えばICCATに おい て,マ グロ船 の隻数 は台湾 が 日本

よ り多い が,漁 獲割 当量 は逆 に少 ない。

8)前 掲 小野 「マ グ ロ漁業 の展 開」図5・2刺 身マ グ ロの供給

(P.184)。g6年 に初 めて輸入 〉国内 とな り,97年 に一

度逆転す るが,98年 か ら輸入 〉国内が続 き,開 差 はむ し

ろ拡 大 してい る。

9)ヒ ア リングに よれば(B),エ サ価 格 がム ロア ジ=17・8ド

ル,サ バ=7・8ド ル,イ ワシ=6～8ド ル,日 本 人船 長 は

高いエサ を使 いたが るが,そ の方 が釣獲率 がよい とい う

確証はない。1箱=5ド ル ちがえば,1年=300操 業 日と

して2万 箱必 要であ り,10万 ドル の相違 とな る。また 石

油価格 について も 日かつ連 による海外補 給 には中間 コ

ス トがかか り,経 営者 自身 が直接 に 調達す る台湾 の方

が安 あが りで ある とい う。

10)前 掲小 野 「マ グロ漁業 の展 開」表 与10

台湾 と日本の遠洋マ グ ロ延縄漁 業の比較(P.188)。 なお餌

料 費が 日=1,284万 円,台=2,080万 円,燃 料 費が 日=

3,400万 円,台=2,000万 円,前 注と一致 しない。

11)それは同時に漁業制度 ・資本 ・消費市場を除けば,日

本から離れていくことであり,陸上産業の空洞化現象に

通じる。

12)第2の 「構造改革」を掲げる日かつ連の活動が注目さ

れよう。傘下の最大組織である北かつは,気 仙沼に次い

で05年4月,マ グロ販売の2号 店を仙台に設けた。生

産者が川上のみに局踏する時代は終わった。

参考表 マグロ延縄漁船隻数(2003年)

トン 数 隻 数

～5ト ン 116

～10ト ン 羽7

～20ト ン 223

～50ト ン 776

小 計 1,232

50～1∞ トン 530(5)

～2∞ トン 19(一)

～500ト ン 366(3)

～1 ,0∞ トン 253(2)

小 計 1,168(10)

合 計 2400(10)

注(1)()内 は新造船

(2)『中華民國台閲地区漁業統計年報』2∞3
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